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研究成果の概要（和文）：本研究はタイ王国と日本における電子商取引の利用者行動の比較調査
によって、発展途上国における電子商取引の成長決定要因について研究した。電子商取引にお
ける信頼の構造について二国間で比較調査した。タイの消費者は電子商取引サイトのインター
フェースを日本よりも高く評価するなどの受容行動の相違点が明らかとなった。比較分析の結
果から電子商取引の受容行動においては現地適合化の度合いが強く影響することが実証された。 
 
研究成果の概要（英文）：A comparative study of Thailand and Japan investigated how 
electronic commerce (EC) in developing countries can be used to attract customers from 
developed countries. Perceptions of and trust in the website were assessed, as was the 
willingness to using the EC website. The Thai participants tended to evaluate the quality 
of the website interface more highly and to trust it more than did the Japanese participants. 
Based on our results, customization strategies for EC in developing countries to attract 
customers from developed countries are discussed. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2008 年度 1,700,000 510,000 2,210,000 

2009 年度 3,100,000 930,000 4,030,000 

2010 年度 3,100,000 930,000 4,030,000 

2011 年度 3,100,000 930,000 4,030,000 

2012 年度 1,700,000 510,000 2,210,000 

総 計 12,700,000 3,810,000 16,510,000 
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１．研究開始当初の背景 
 E コマース（以下、EC）の利用は全世界的
に普及しつつあるが、特に発展途上国での普
及は急速である。本研究が対象とするタイで
は 2008 年時点ですでにインターネット利用
者の半数以上が EC 利用者であり、その率は
増加を続けていた。また、EC 利用者の 90%
程度がオンライン上での決済について安心
感を持っており、今後の発展の余地も大きい
と考えられていた。 

 先進国の消費者が発展途上国の EC サイト
から商品やサービスを購入する理由は、「国
内で購入するよりも価格が安い」等が挙げら
れている。しかし安さだけではない発展途上
国の EC ならではの利点を生かしたビジネス
展開はこれまでのところほとんど研究対象
となっていない。先進国と発展途上国のイン
バランスを是正するためにも、発展途上国の
EC がいかにして消費者を引き付けることが
できるかが世界的な EC の論点となっていた。 
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２．研究の目的 
(１) 本研究は、これまで検討されていなかっ
た発展途上国 EC に対する利用者の認知を検
討することを目的とする。特に、同一の EC
サイトに対する発展途上国消費者と先進国
消費者の認知の違いに注目し、発展途上国
EC が利用者を得るための成長決定要因につ
いて、実証的な検討を行う。本研究は EC 市
場が急速に発展しつつある発展途上国とし
てタイに注目し、先進国として日本を比較対
象に設定する。また、EC の中でも情報非対
称性から発展途上国 EC に有利な点が多いと
思われる ECサイトに焦点を絞る。タイの EC
サイトに対するタイ人と日本人の認知の違
いから、発展途上国の EC サイトが利用者を
得るための戦略を実証的に明らかにする。 
 
(２) 先進国の消費者が発展途上国の EC サ
イトから商品やサービスを購入する理由は、
「国内で購入するよりも価格が安い」「求め
ている商品（ブランド）が国内で販売され
ていない」等の理由が多く挙げられている。
しかし、旅行や特産品・伝統工芸品など少
なくとも一部の商品では、発展途上国の
EC サイトには安さ以外のアドバンテージ
があるはずである。たとえば、旅行情報で
は現地の EC の方が情報源に近く、より詳
細で確実な情報を早く集めることができる。
つまり、発展途上国への旅行を扱う EC で
は現地の EC と先進国の EC の間に情報非
対称性が存在しており、発展途上国の EC
の方が地の利を生かしたサービスを提供す
ることで差別化を図ることが可能になる。
こうした、安さだけではない発展途上国の
EC ならではの利点を生かしたビジネス展
開を研究対象とする。 
 
(３) 先進国で生まれたサービスがグローバ
ルに展開する際には、あえて各国向けにロー
カライズせず、グローバルなスタンダードを
保ったまま言語のみ翻訳するという戦略が
有効となる場合がある。一方、先進国から発
展途上国に EC が進出する際には、現地のイ
ンターネット普及状況や回線スピードに合
わせてローカライズする場合も見られる。た
とえば、タイに進出した日本の EC 最大手の
楽天は、現地向け EC である TARAD.com で
日本国内向けのインターフェースをそのま
ま翻訳するのではなく、現地向けに異なるイ
ンターフェースを提供している。しかし、発
展途上国の EC サイトが言語のみを翻訳して
も海外からの利用者にとっては魅力的に映
らない可能性があり、非対称性が存在する。
そこで、インターフェースのクオリティ認知
が EC サイトの利用に与える影響について、
先進国 EC サイトと発展途上国 EC サイトの
比較行動分析によって明らかとする。 

３．研究の方法 
(１) EC サイトに対する利用者認知を明らか
にするため、アンケート調査票を作成した。
アンケート調査票は、一般的な行動様式を問
うための前半部分と、電子商取引に対する利
用動向を問うための後半部分から構成され
る。後半部分の冒頭にはモックサイトを置き、
あたかも実際に電子商取引を利用するよう
な意識で回答が得られるよう設計した。EC
サイトの中でも情報非対称性から発展途上
国 EC に有利な点が多いと思われる旅行
EC サイトを調査対象とした。 
 
(２) 日本調査は、2009 年から 2010 年にかけ
てデータを取得した。有効回収数は 584 であ
った。タイ調査は、2009 年にタイの国立大
学 1 校でデータを取得した。有効回収数は
446 であった。98%は学部学生であった。調
査票ではデモグラフィック変数や EC 利用経
験、および EC に対する一般的な態度を測定
した後に、利用場面設定に関するリード文に
続いてホテルの予約サイトが提示された。日
本人サンプルに対しては日本語版が、タイ人
サンプルに対してはタイ語版が提示された。
日本語版とタイ語版の内容は同一であった。 
 
(３) モックサイトは、実際にタイで運営され
ている EC サイトを参考として作成された。
モックサイトには右上の部分に言語選択ボ
タンがあり、日本語、タイ語、英語が選択可
能になっていて、国内外向けの EC サイトで
あることを示した。ページ下部にはタイ観光
に関するいくつかのバナーが提示されてお
り、日本人サンプルにとっては日本国内のサ
イトではなく海外サイトであることが明ら
かとなっていた。予約サイトを閲覧した後に、
回答者は予約サイトをどのように認知した
かに関する尺度と予約サイトに対する信頼、
および閲覧したサイトからホテルを予約す
る仮想的な意図に関する尺度に回答した。 
 
(４) 共変量として、性別、旅行 ECの経験の
有無（航空券、ホテルや旅館、パッケージツ
アーの予約を少なくとも 1回以上したことが
あるかどうか）、オピニオンリーダー尺度、
イノベーター尺度、一般的信頼尺度などを設
定した。従属変数を国籍としたプロビット回
帰分析を推定し、予測確率から傾向スコアを
算出しサンプルをブロック化した。各ブロッ
クの中では、上記の共変量について日本サン
プルとタイサンプルで差は見られず、異なっ
ているのは回答者の国籍のみである。したが
って、ブロックごとに従属変数の二国間比較
をすれば、回答者の国籍の違いがもたらす正
味の効果を検討することができる。これによ
って、二国間のサンプルが必ずしも代表性を
持たないという問題を統計的に回避した。 



４．研究成果 
(１) 調査結果によると、モックサイトで示
した ECサイトの規模に関する認知において、 
日本人サンプルとタイ人サンプルの間で有
意な差は見られなかった。両国のサンプルは、
予約サイトの運営会社の規模を同程度の大
きさとして認知した。一方、モックサイトの
品質についてはタイ人サンプルの方が高く
認知していた。デモグラフィック要因や EC
に対する一般的態度の違いによってこの結
果を説明することはできない。しかしながら、
使用言語以外は同一のサイトを閲覧しても
タイ人の方がサイトのクオリティを高く認
知していることは、サイトの特性そのものか
両国の間にある制度的差異を示している。 
 
(２) バナー広告や言語選択リンクによって
サイトがタイの運営会社によって作成され
ていることが示唆されていたため、タイ人サ
ンプルの方がサイトに対する親近感を感じ、
それと一貫するようにクオリティも高く評
価した可能性がある。つまり、国内サイトの
方が外国サイトよりもクオリティを高く評
価するという傾向の存在が示唆される。紹介
されているホテルがタイ国内のホテルであ
ることもこうした傾向を強めたと解される。 
 
(３) 国レベルでの EC 自体の一般性、または
EC の制度的成熟度の違いが影響する可能性
が示唆された。しかし、タイの EC 普及率は
67%であり、東南アジア各国の中でもかなり
高いことから、この可能性は排除された。 
むしろ消費者は自国の国内運営会社や国内
ホテルのクオリティが高いと考えるバイア
スを示していると解される。そうであれば、
タイの EC サイトが海外からの利用者を集め
るには、サイトクオリティ認知に対するこう
した不利益要因を克服するだけのメリット
を提示する必要があるものと示唆される。 
 
(４) 発展途上国の旅行 ECサイトが情報非対
称性をレバレッジに、先進国の利用者を取り
込むためにはどのような戦略が必要となる
のかを、購買意図を従属変数としてホテル予
約サイトの認知とサイトに対する信頼を独
立変数とした順序ロジット分析を国ごとに
推定した。その結果、日本サンプルでは旅行
EC サイト利用経験がプラスの効果を持って
いた。海外サイトからの予約はリスクが大き
いと認知されやすいため、過去に経験のある
人ほど利用意図が高いと考えられる。日本サ
ンプルでは、ホテルがコンテンツを作成して
いると認知するほど利用意図が低下するの
に対して、タイサンプルでは予約サービスが
コンテンツを作成していると認知するほど
利用意図が低下する傾向が見られるなど、消
費者の地域特性に関する知見が得られた。 
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